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失政「アベノミクス」―家計を応援する政治へ
安倍政権の経済政策「アベノミクス」が行き詰まりを深めています。大胆な金融緩和と機動的な財政出動、規制緩和などの成長政策の「３本の矢」で経済を再生すると掲げてきたのに、政権発足から３年近くたっても経済は一進一退を続け、国民の消費や企業の投資も盛り上がってきません。　　　　　　　　　　　　　　　ｐ円安や株高は進み、大企業を中心に企業の利益は記録的な水準に積み上がっていますが、そのほとんどは内部留保に回って、勤労者の収入や消費は増えていません。有効求人倍率の上昇など雇用は増え始めたといっても、大半は賃金の安い非正規の労働者で、正社員の雇用増には至っていません。「トリクルダウン」（したたり落ち）の破綻です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ経済財政諮問会議に麻生財務相が一つの資料を提出しました。安倍政権発足前の２０１２年度に比べ２０１４年度までに大企業の経常利益は１６・１兆円増えているが、設備投資は５・１兆円、従業員の給与や賞与は０・３兆円しか増えておらず、一方企業の内部留保は４９・９兆円、手持ちの現金・預金だけでも２０・２兆円増えているというのです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍首相は失政に口をつぐんで、「戦争法」の説明もせずに、これからは「新３本の矢」を目指すと目先を変えました。今後３年間の経済政策の目標として発表した「新３本の矢」は、アベノミクスの「第２ステージ」―「ニッポン１億総活躍プラン」です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　① 希望を生み出す「強い経済」――国内総生産（ＧＤＰ）６００兆円の実現　　　　　② 夢をつむぐ　「子育て支援」――出生率「１.８」の回復　　　　　　　　　　　　　③ 安心につながる「社会保障」――「介護離職ゼロ」　　　　　　　　　　　　　　　　
ｐこれからやろうとする事と、現在している事とは正反対です。大企業の懐だけを豊かにする政策は今や有害です。行き詰まった「アベノミクス」をやめさせ、家計と中小企業を応援する経済政策に転換すべきです。
日本共産党の桑名市における３大要求「国保税の引下げ」、　「子どもの医療費の窓口無料化」、「小学校にエアコンの設置」
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
「ジュニアサミット」桑名で開催
来年５月に志摩市で開かれる主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）に関連して、各国の中学・高校生らが参加する「ジュニアサミット」が４月２２日から桑名市を主会場に開かれることになりました。
現在、主要国首脳会議はロシアのＧ８への参加停止により、Ｇ７サミットになっています。今年のドイツ・エルマウサミットでは、「気候変動とエネルギー」がテーマの一つとして議論されました。２０１６年のサミットは各国のこれらの取組の強化をする重要な節目の年になります。
三重県の「ジュニアサミット」提案書では、下記のように述べられています。
1 気候変動、天然資源の枯渇、生物多様性の損失等環境問題は、人類の生存基盤に関わる重要な問題になってきている。従来の大量生産・消費型の経済活動から転換し、自然界から得る資源と、自然界に排出する廃棄物を自然環境が許容できる範囲内に抑え、循環共生型の持続可能な社会を構築することが求められている。
2 この地球の健全で恵み豊かな環境を、世界規模から身近な地域まで保たれたまま次世代に継承する事、持続的に成長・発展する経済社会を実現する事が世界的な課題になっている。
3 このことをふまえて、「ジュニアサミット」では、「次世代につなぐ地球―環境と持続可能な社会―」をテーマとして、環境保全と経済成長を両立し、気候変動やエネルギー問題を解決しながら、健全な環境を次世代に継承し、持続的な発展をする方策について討議することを提案する。
4 具体的に三重県では世界の課題に通じる環境や産業があるため、環境・産業技術（四日市環境未来館、東芝四日市工場）、自然との共生（赤須賀漁協、輪中の郷）、地域資源を活用した地域ビジネス（嬉野アグリ、ＪＦＥエンジニアリング）を見て学んでもらいたい。

主会場になるのは「ナガシマリゾート」で、ナガシマスパーランド、温泉などのリフレッシュ施設があり、会議に集中できる環境が整っています。伊藤市長は「海外の観光客誘致を促進し、地域活性化につながる起爆剤になる」と開催決定を歓迎する談話を発表。地元からは「地元活性化の呼び水になる」と歓迎の声が上がっていると報道されています。（「ジュニアサミット」にどれだけの費用が掛るか、市は財政難を吹聴しており、必要な事はちゃんとやって下さい。）
「戦争法」廃止へ　２０００万人統一署名
「戦争法」の廃止を求める新たな運動「統一署名」が始まります。安倍政権が、「戦争法」を強行成立させてから２カ月。全国各地で広がる「戦争法」の廃止を求める運動を更に発展させるものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が発表した、この「『戦争法』の廃止を求める統一署名」は、大きく広がった「戦争法」廃止の国民世論をひとつに結集しようとするものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ署名は、①「戦争法」である「平和安全保障関連法」をすみやかに廃止することと、②立憲主義の原則を堅持し、憲法９条を守り、生かすことを求めています。　　　　　来年の憲法記念日（５月３日）までに、有権者の約２割にあたる２０００万人を突破し、さらに広げていくことを呼びかけています。　　　　　　　　　　　　　ｐ日本の運動団体が統一して大規模な署名運動に取り組んだ経験としては、１９５０年代に有権者の半数に迫る署名を集めた原水爆禁止署名などがあります。　　ｐ２０００万人という目標をやりとげ、さらに多くの人々へと広がっていくならば、「戦争する国づくり」にストップをかけるとともに、立憲主義を取り戻し、国民の声に応えた新しい政治をおこす力となっていくに違いありません。　　　　　　　　　ｐ地域でもこの間、｢９条の会｣をはじめ草の根の共同が発展し、持続的な運動を支えています。「統一署名」は、憲法改悪を許さない国民の多数派をつくりあげていくうえでも大きな役割を持ちます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、この署名運動に賛同し、運動の成功の為に力を尽くします。　　ｐ日本共産党の呼びかけている提案は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）｢戦争法｣廃止、安倍政権打倒の闘いを更に発展させよう　　　　　　　　　　（２）｢戦争法｣廃止で一致する政党・団体・個人が共同して｢国民連合政府｣を　　（３）｢国民連合政府｣で一致する野党が、国政選挙で選挙協力を行おう―です。
第４８回「区画整理・都市再開発対策全国研究集会」
１０月３１日（土）毎年行われている上記集会に２年ぶりに参加してきました。
暴走する都市再開発、アベノミクス栄えれば国・山河滅ぶというタイトルでアベノピックス（アベノミクスとオリンピックを合わせた岩見先生の造語）の戦略と問題点を埼玉大名誉教授岩見良太郎さんが情勢報告をされました。
1 都市改造の狙いは何か（３メガ）
(1)　世界と戦える環状メガポリス（東京都長期構想2000年）　千客万来の世界都市めざして
(2)　スーパーメガリージョン（国土形成計画）　リニアで、実物空間と情報空間が融合
(3)　超目玉商品としてのメガインフラ（日本再興戦略）　武器、原発
2 都市計画をどの様に変質させているか
(1)　果てしない都市計画規制緩和（抹殺される都市計画規制、立体道路・立体都市計画）
(2)　ますます強化される都市計画の強権性（誘導型都市計画、国家戦略特区、適正立地計画）　　モノを動かしてヒトは動かす　自由に住む事は罪悪
3 都市改造において区画整理・再開発は
(1)　国際的ビジネス拠点整備（例、東京駅、豊洲）
(2)　都市のコンパクト化に動員される（例、大宮東口）
(3)　防災まちづくり事業(例、江戸川区南小岩、墨田区京島)
結び　あらゆる分野・地域の住民運動の連携
暮らしと地域に根差した着実なまちづくりの前進を　「バイバイ・アベノミクス」
以上の内容で報告が行われ、後の分科会等で、桑名の駅西土地区画整理事業についても考えてきました。これからの「移転補償問題」を考えていく上で当初の「事業計画」を見直す事の重要性を再認識しました。
【桑名市人口ビジョン】【桑名市まち・ひと・しごと創生総合戦略】策定について
１１月９日の市議会全員協議会で「両案」の説明を受け、協議を行ないました。１５名の議員が質疑・提案等発言しました。
昨年出された増田レポートの「自治体消滅」の脅迫に基づき、国は「人口の減少に歯止めをかけ、東京圏への人口の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保し、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくために、まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的・計画的に実施する」方針を出し、全国の自治体に地方人口ビジョンと地方版創生総合戦略の作成を求めました。これに基づいて国から予算の配分が行われるそうです。
桑名市は人口ビジョンで全国的に大幅に減少が予想される中、将来人口（２０６０年）１２３，３８５人を打ち出しました（国の推計で９９，９５７人）。合計特殊出生率は２．０７になっています（国１．４２）。この根拠と政策はどうなっているのでしょうか。
総合戦略は、基本的には今年度から始まった総合計画にそったもので、これか５年間の計画です。基本目標は、暮らす（誰もが暮らしたいまちに）とインバウンド（海外、国内から訪れたいまちに）の２本立てになっています。この２つに、具体的な施策が組まれ、重要業績評価指数（ＫＰＩ）が表示されています。
いずれにしても、先見性のない国のバラマキ施策（インバウンド、観光や国際化等のブランド化に特化している）に乗るのでなく、腰を据えて、桑名市は「福祉、介護事業の充実で日本一を目指す」べきではないかと考えています。
１１月２６日に最終の第５回地方創生会議が行われ、２つの計画（人口ビジョンと総合計画）が決定となりますので注目願います。

「桑名市総合医療センター」建設工事が始まります。危険な点、気づ
かれた事があれば、病院(22-1115)又は市役所(24-3039)の担当まで。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































